2012年2月議会　田中のぞみ個人質問

1． 日本一子育てしやすい岡山市へ

　少子高齢化が急激に進む中、安心して子どもを生み育てられる社会の構築は急務です。医療・福祉・教育が連携し、一体的な子育て支援を推進して日本一子育てしやすい岡山市を目指し、子育てするなら岡山と言われる政令市にならなければと思います。それにはお金がかかるわけですが、10年後、20年後を見据えてしっかり予算をかける岡山市となっていただきたいと思います。
　岡山市の保育の現状の個別課題についてお伺いします。
1） 保育現場の最低基準は守られているか。
公立保育園だけで、4月から3月現在でおよそ500人ちかいの年度途中入園を受け入れています。しかし、補充できた臨時保育士はたったの4人です。岡山市基準に対して臨時保育士が、3月時点で222人も足りていない状況です。不足分は各園が独自にパートで対応しています。短時間勤務のパート保育士はほとんどが4時には帰ります。すべての時間帯において、職員配置の最低基準が守れているのか心配です。調査していただきたいがいかがでしょうか。
2） 臨時保育士が見つからないで終わらせない。

公立保育園職員の約半数が非正規です。臨時保育士が確保できない大きな理由に、劣悪な労働条件があります。13年働いても昇給は一切なし。年に一ヶ月の雇い止め期間があり、その間健康保険も年金も切られます。1週間40時間労働ではなく46時間で、基本的に土曜の休みはありません。これで、臨時保育士のなり手がいないというのは、当然ではないでしょうか。

1 臨時保育士の雇用条件見直しをするべきですが、いかがかでしょうか。

2 正規採用について、H24年度も退職数を超える採用をされ、努力は評価できると思いますが、到底足りていないことになります。臨時保育士はあくまで臨時です。4月当初から担任にあたることがあってはならないのではないでしょうか。ここの認識をお伺いします。

3 定員割れの保育園で保育士不足が原因の園があるか。

700人を超える保留児がいる中、中心部の保育園で３月時点でも定員割れで受け入れが出来ない最大の理由が、保育士が揃えられないから、と伺います。民間保育園にも人気園で法定定員まで受け入れていない園があると伺います。実態と理由をお知らせ下さい。
3） 途中入園児に対する新年度申請の周知について
いったん保育園に入園すれば年度ごとに申請が必要だと知らない場合があり、申請がもれてしまうケースもあります。11月末ごろが新年度の申し込み期限となりますので、特に途中入園の場合は、入園決定通知にも新年度申請の必要性を御案内いただけないでしょうか。
4） 障がい児対応について

発達障がいがある子どもは、週1回療育に通っているなど、親御さんが送り迎えをしており正規の職につけないので、保育園に入れない場合が多いということです。しかし、障害がある場合は特に子育ての困難も指摘されており虐待事件も起こったところです。入園選考時の点数加算を検討していただけないでしょうか。
5） 機能する地域子育て支援センターに
岡山市には、２１の子育て支援センター事業を請け負っている保育園があります。センター型で年間約700万円、広場型で年間約400万円の補助が出ています。園の開放等で地域の子育て支援を各園が工夫して行う事業ですが、年間1500人以上の利用者がある保育園もある一方、補助を受けていながらほとんど事業らしい事業をしていない保育園があります。
1 補助対象となる条件をお知らせ下さい。

2 実態をどのように把握されておりますか。補助対象園は、どのように決定しているのでしょうか。
3 来年度は変動がありますでしょうか。
4 地域子育て支援センターの意義や役割をどのように分析されていますか。
（2） 岡山市の就学前教育・保育の在り方策定について
　　　保健福祉委員会に「岡山市の就学前教育・保育の在り方策定について」の報告がありました。幼稚園の空き教室の有効活用については大いに賛成ですが、ただでさえ職員が足りていない保育園に新たに半日の子どもの枠を作れ、というのは現段階では到底無理です。根本的に待機児・保留児は3歳未満児が９割を超えています。まずここの対策が急がれると思います。公立幼稚園の割合が政令市中でも飛びぬけて高いことは、誇るべきことであり大きなメリットだと思います。
1） 幼保一元化を進めるとありますが、岡山市が考える幼保一体について、どの点において市民ニーズに応え得るのか具体的にお示しください。
2） まず需要の高い幼稚園での3歳児保育を直ちに実施してはどうでしょうか。笠岡市では全幼稚園で実施しています。岡山市で実施できていない理由は何でしょうか。
3） 幼稚園の空き教室の有効活用として、京都府宇治市では、3歳未満児の家庭的保育を実施しています。社会福祉法人に委託し、給食は近くの保育園から搬入しています。こういう可能性は視野に入りますか。

4） 安心子ども基金の延長で、地方版子ども子育て会議が2012年度の設置にも使えます。5者一体で、保護者や現場関係者も入る機関です。ぜひ専門部会として設立してほしいがいかがでしょうか。この「岡山市の就学前教育・保育の在り方」は行政主導で方向性を定めるということですがすでに保健福祉政策審議会の議題になっています。現場や保護者、保育・幼児教育専門家の意見も取り入れるべきだと思います。

5） 公立保育園の民営化についてです。この間キャパを増やすことを優先してきたという岡山市の姿勢は、大いに評価できると思います。民営化するには手続きに多大な労力と時間がかかり、保留児対策にはなりません。民営化の話が出るときは、行革とセットです。つまりコスト削減の対象ということですが、その場合、幼稚園の民営化はほとんど話しに上がりません。同じ就学前教育・保育として捕らえていくならば、保育園だけがコスト削減の対象になるのは理解できません。子育てに関わる費用をコスト削減の対象にするべきではありませんし、特に今、保育・幼稚園行政の大きな転換期に民間任せにするべきではないと考えます。市長にお伺いします。岡山市の大切な子どもたちの就学前教育・保育は直営でしっかり保障するべきです。基本的には小・中・高学校などと同じだと思います。御所見をお聞かせ下さい。
（3） 子ども・子育て新システムについて
1） 最終案がまとめられました。すべての子どもに等しく良質な成育環境をという理念ですが、不安定な財源問題以外に、多くの問題点があります。ここでは大きく４点。１つめは、児童福祉法改定による自治体の義務が本当に不明瞭になるということ。２つ目は、保護者と直接契約になること。３つ目は、株式会社が指定制で自由に参入でき、収益を株主配当にあてることもできること。４つ目は、３歳未満児の受け入れは義務付けられなかったこと。です。
1 保護者にとって、自分で園を探し、契約をすることは非常に大きな負担であり、大きな変更点です。保育園に格差ができ、まさにゼロ歳児からの受験戦争です。保育難民が多く生まれる懸念が拭い去れません。国の制度がどうなろうと、岡山市は「すべての子どもに平等に」という理念を堅持していただきたい。ご所見を。
2 指定制が導入され、株式会社の参入が自由になります。儲けは他の事業や配当にもまわせます。保育施設が足りていない岡山市として、どのように受け止められていますか。
2） 学童保育の充実について
　　子ども・子育て新システムの最終案では、放課後児童クラブについては、市町村が地域のニーズ調査に基づき実施する旨を法で定める。とあります。提供体制を計画的に確保する。この点においては一歩前進と認識しています。
法律根拠が出来る見通しです。岡山市としても、日本一子育てしやすい自治体を目指して、児童クラブの整備は欠かせません。「就学前教育・保育の在り方策定」と同様に位置づけるべきだと考えますが、いかがでしょうか。
2． 地域生活交通の充実について
(1) 岡山市の取り組みについて
御津・建部・足守につづき、瀬戸、高松、灘崎の実態調査をされるとのことで、着実に前進されていることに敬意を表します。一点、御津・建部・足守での新事業ですが、地域住民への周知はどうなっていますか。
(2) デマンド交通充実にむけて（割愛）
市街地でも数十年経った住宅団地などでは、高齢化が進み生活交通に困るという相談があります。倉敷市では、４つの地区で住民主体で近隣の駅や病院までデマンドタクシーを走らせています。赤字が出れば８割は市が補助する制度です。大規模団地などで既存バスが無くデマンド交通を取り入れたいという要望についても今後積極的に対応していただきたいが。
(3) ふれあいバスの活用
　ふれあいセンターの無料送迎バスの有効活用が図れないかという強い要望があります。非常に難しいとは伺っておりますが、足守地区のように有償で一般市民にも開放する方法はないでしょうか。
3． 旧深柢小学校跡地活用について

(1) 新・川崎病院の多目的ホールと集会所で旧小学校体育館と同じ人数を収容できるということで地元住民の方の意向は一定程度受け入れられたと認識しておりますが、ここで強調させていただきたいのは、大災害時に病院は決して一般の方の生活避難所とはなりえません。この事実についてはどのように認識されておりますか。
(2) 坪単価月９８０円の賃料が固定資産税よりも安く設定されています。また、１億3000万円もの解体費用を市が丸呑みして、３年間賃料が無料であることはおかしい。という市民の意見があります。深柢小跡地は全市民共通の財産です。一般市民にもわかる説明責任があると思います。お示しください。
(3) 一般的な不動産の取引では、まず賃料などの諸条件があって、それに見合った借主や買主との交渉となると思いますが、深柢小学校跡地はなぜ先に借り手ありきの交渉なのでしょうか。今後も市有地活用の方法として、こういう方法ありうるのでしょうか。
(4) 昨年4月に学校法人になった川崎病院ですが、「医学生を見受けられないのではないか。学校施設として使われているのか」、という声あります。固定資産税・都市計画税がゼロになるという税収のうえでおおきなメリットがあり、市も無関係ではないと思います。学校法人としての役割、機能とは何か、また実際に学校法人として機能しているかチェックはできるのかお知らせ下さい。

(5) 中央小学校は来年度クラスが一つ増え、生活科教室を使うそうです。ここは一階で北側の棟です。他の一般クラスはすべて2階以上で南側の運動場から直接入れます。ちょっとかわいそうです。来年度以降も入学生は4クラスが続く見通しですし、少人数学級が進むでしょうし、マンション建設による人口回帰は続く傾向です。統合当初に計画された児童数推移と現在の児童数はどのようになっていますか。
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